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5 2014（平成26年）

　租税負担と社会保障負担の合計が国民所得に占める割合。財務
省によると、厚生年金等の保険料引上げや高齢化に伴い社会保障
負担率が増加すること、景気回復・消費税率引上げに伴い租税負
担率が増加することにより、平成26年度の国民負担率は41.6%で
過去最高となる見通しです。

国民負担率
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国　税／ 4月分源泉所得税の納付
 5月12日

国　税／ 3月決算法人の確定申告
（法人税・消費税等） 6月2日

国　税／ 9月決算法人の中間申告
 6月2日

国　税／ 6月、9月、12月決算法人の消
費税等の中間申告
（年3回の場合） 6月2日

国　税／ 個人事業者の消費税等の中
間申告（年3回の場合） 6月2日

国　税／ 確定申告税額の延納届出に
よる延納税額の納付
 6月2日

国　税／ 特別農業所得者の承認申請
 5月15日

地方税／ 自動車税・鉱区税の納付
 都道府県の条例で定める日

ぼたん
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環境省の重点施策

　昨年12月に、環境省は平
成26年度の重点施策を公表
しました。この重点施策は、
①東日本大震災からの復旧・
復興と、②低炭素、循環、
自然共生を同時達成する社
会の創造の、大きく２つの
柱で成り立っています。こ
のうち、東日本大震災から
の復旧・復興については、
除染の推進と、それによっ
て発生した土壌などの中間
貯蔵施設の整備などを行う
としています。また、東日
本大震災の教訓を踏まえた、
防災や減災対策に取り組む
としています。

低炭素・循環・自然共生

　低炭素社会を創造すると
同時に、循環型社会や自然
共生社会を実現するため、
「地域」という身近な単位
から「世界」という幅広い
単位までを見据えた政策展
開が考えられています。そ
のために民間の活力を引き
出し、国内の経済成長につ
なげていくことを目指して
います。
　特に「低炭素社会」の実
現については、様々な事業
の展開が考えられています。

低炭素社会の実現

　エネルギーや資源を浪費
しないための、あるべき社
会システムやライフスタイ
ルを提示することと、その

ために必要な低炭素技術の
開発や普及を促進させます。
この実現には、巨額の追加
投資が必要になります。そ
こで、昨年１月に環境大臣
が打ち出した、「低炭素社
会創出ファイナンス・イニ
シアティブ」を強化して、
民間の投資を促進するため
の市場創造に向けた検討を
進めていきます。
　また、少ないエネルギー
消費であっても豊かなライ
フスタイルを実現するため
の技術開発や、火力発電を
ゼロカーボンにする二酸化
炭素の回収・貯留（CCS）の
導入に向けた検討を行いま
す。

地域から世界まで

　低炭素社会づくりを地域
から世界まで展開するため、
地域主導での低炭素地域づ
くりの支援と、アジア太平
洋を中心に日本の環境技術
で世界に貢献していきます。
　地域主導での低炭素地域
づくりでは、地方公共団体
実行計画の充実やその計画
に基づく事業の着実な実施
をすることや、エコタウン
などにおけるCO2削減の促
進などに取り組んでいきま
す。
　一方、世界への貢献では、
アジア太平洋地域の途上国
を中心に、JICAなどと連
携して、ノウハウ・技術や
人材・資金などの面から支
援することで、都市や地域、

島全体をまるごと低炭素化
する取り組みを進めます。

再エネ・省エネの加速化

　低炭素社会を構築するた
めには、再生可能エネルギ
ーと省エネルギーは欠かせ
ません。そこで、浮体式洋
上風力発電の実証事業や、
離島における再生可能エネ
ルギーの導入といった取り
組みを行います。また、農
林水産省と連携して、木質
バイオマスエネルギーや地
域循環型バイオガスシステ
ムを活用したモデル地域づ
くりを推進していきます。
　また、低炭素交通システ
ムを構築する事業や、アイ
ドリングストップ高度化支
援システムの実証実験とい
った事業について、国土交
通省と連携して進めていき
ます。

その他の施策

　低炭素社会を実現するた
めに、温室効果ガスの排出
削減を進めることも必要で
す。そのための工程の検討
や、森林などの吸収源を整
備することも検討されてい
ます。また、世界で唯一の
温室効果ガス観測衛星「い
ぶき」の後継機の開発も進
められます。さらに、フロ
ンガスに対する対策とし
て、改正フロン類法の施行
に向けた整備や、ノンフロ
ン製品への転換に向けた導
入支援も強化されます。

低炭素社会の実現に向けて



3─５月号

　５月３日は憲法記念日で
す。今から68年前の1946年
11月３日に今の日本国憲法
が公布され、翌年５月３日
に施行されました。

日本国憲法とは

　日本国憲法は、前文と11
章103条から成り立ってい
ます。日本国憲法は、日本
における法の「基本」に当
たる法律です。他の法律や
条例は、日本国憲法を基に
作られるのが原則です。
　日本国憲法は、「国民主権」
「平和主義」「基本的人権の
尊重」の３つの基本理念を
持っています。これは、日
本国憲法の前文に書かれて
おり、これに反する法律や
法令は排除するとされてい
ます。

日本国憲法の成立過程

　第二次世界大戦の敗戦後、
連合国最高司令官から大日
本帝国憲法（明治憲法）の
改正が要求されました。
　1945年10月に、最高司令
官からの「憲法の自由主義
化」の示唆を受けて、日本
政府による明治憲法の調査
研究が開始されました。翌
年２月に改正案が提出され
ましたが、２月13日に総司
令部が改正案を拒否し、逆
に総司令部が作成した原案
が提示されました。そこで
日本政府は、総司令部の草
案に沿った憲法改正の方針
を決め、日本政府案の作成
に着手するようになりまし
た。
　そして３月６日に「憲法
改正草案要綱」が発表され

た後、様々な修正が行われ、
現在の日本国憲法が出来上
がりました。

成文憲法と硬性憲法

　多くの国の憲法は文章の
形で制定されています。こ
れを「成文憲法」といいます。
日本の憲法は、「日本国憲法」
という文章（憲法典）があ
りますので、成文憲法に当
てはまります。
　近年、憲法改正の議論が
高まりをみせています。憲
法を改正するための要件が、
通常の法令の改正要件に比
べて加重されているもの
を、「硬性憲法」といいます。

海外の憲法①　イギリス

　日本などの多くの国の憲
法が、文章の形で制定され
る成文憲法であるのに対し、
イギリスの憲法は「不文憲
法」という特徴をもってい
ます。ただ、不文憲法とい
っても単一の憲法典が存在
しないということであって、
憲法が法令の形式で存在し
ないということではありま
せん。イギリスには、大憲

章（マグナ・カルタ）や議
会制定法、慣習法などの憲
法的な規律に制定されてい
ます。
　イギリスの憲法のもう一
つの特徴は、軟性憲法であ
るということです。軟性憲
法とは、硬性憲法と違い憲
法の改廃手続が他の法令と
同じであるものをいいます。
憲法の改廃を困難にする仕
組みがないので、硬性憲法
を持つ国と比べて憲法が変
更されやすいと思われがち
です。しかし、実際には基
本原理や基本的な制度につ
いては変更されていません。

海外の憲法②　アメリカ

　アメリカの憲法は、1787
年に憲法制定会議で起草さ
れ、その後の憲法会議を経
て翌年６月に成立した、世
界の現行成文憲法で最も古
い憲法です。
　アメリカの憲法の特徴は、
「連邦制」を採用していると
ころにあります。連邦政府
は、憲法に列挙された一定
の事項にしか権限を与えら
れていません。憲法に規定
されていない他のすべての
事項については、州政府に
権限が与えられています。
　またアメリカの憲法は、
立法・行政・司法の三権が
分離しているという特徴も
あります。なかでも、連邦
議会議員と合衆国の公務員
との兼職を禁止することで、
立法権と行政権を厳格に分
離しています。連邦議会と
行政府の人的構成に重なり
合うところがない点は、日
本のような議院内閣制をと
る国と大きく異なります。
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　「ウェアラブル」とは、英語で「身に着け
られる」という意味で、ウェアラブル端末
は文字通り身に着ける端末のことをいいま
す。
　ウェアラブル端末には、ブレスレット型
やメガネ型、腕時計型などがあります。ウ
ェアラブル端末が開発されるようになった
のは、コンピュータの小型化や軽量化によ
って身に着けていることが気にならない端
末が作れるようになったことや、インター
ネット環境が普及・充実してきたこと、ま
た音声や画像の認識技術が向上したことが
大きな要因といえます。
　ウェアラブル端末を用いることで、歩き
ながらメールを確認したり、動画を撮影し
たりといったことができるようになりま
す。また、食事や運動などの生活データを
取ることや、健康状態をモニタリングする
ことで、健康管理にも役立ちます。高齢者

に身に着けてもらうことで、家族が離れて
いても健康状態を確認できたり、医療に役
立てられたりといった可能性も広がります。
さらには、メガネ型の端末を使うことで警
察や消防などの事件現場で個々のメンバー
が見ている状況をリーダーがリアルタイム
に把握でき、的確な指示を出せるようにな
ることも考えられています。
　スマートフォンでアンケートを収集する
サービスを展開する企業の調査によると、
約3割の人がウェアラブル端末に「興味が
ある」「やや興味がある」と回答しました。
逆に「興味がない」と答えた人からは、「ウ
ェアラブル端末を知らない」「必要性を感
じない」という意見が出ていました。
　同社の調査で、ウェアラブル端末の知名
度は「グーグルグラス」が圧倒的でした。
プライバシーの問題や人体への影響につい
ての課題も多いウェアラブル端末ですが、
スマートフォンに続く商品として各メーカ
ーは開発に力を入れています。

　今年2月にある芸能人が、「妊活」に取り
組むために芸能活動を一時休業すると発表
しました。
　「妊活」とは、単に子づくりに励むこと
や不妊治療を始めるといったことに限られ
ません。将来的に子どもを持ちたいと考え
て健康管理をすることや、出産をするか否
かを考えることも含まれます。晩婚化によ
り、出産年齢は高くなる傾向ですが、年齢
が高くなるほど流産のリスクも高まります。
また、不規則な生活や喫煙なども妊娠には
影響があり、妊活は現代に必要な考え方と
もいえます。
　国の制度は仕事と育児の両立を支援する
方向で、それに合わせて社内の制度を変更
する企業もあります。最近では、会社を選
ぶ基準に福利厚生の内容を重視する人も増
えています。
　「就活」や「婚活」といった言葉と同じよ
うに、今後は「妊活」が定着するようにな
るかも知れません。
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